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子育ての支援 と方策 に関す る考察









孤立化 に焦点を当て、その親世代(当 事者)が 行っている子育てサロン ・サークル活動
の重要性を述べ るとともに、当事者外部からの支援の必要性と地域、社会 との連携 を
どのように行ってい くのかについて、具体的な提案を行った。さらに本稿の対象 とし
て、乳幼児(0～3歳 児)と その親 とした。それは乳幼児が最も全面的に大人の支援





(セルフヘルプグループ)の 定義 ・活動 ・課題を述べるとともに、その支援 を行 う第三
者にNPO法 人を挙げた。
キ ー ワ ー ド 乳幼 児 、 子 育 て サ ロ ン ・サ ー ク ル、 子 育 て支 援 策 、 子 育 て ネ ッ トワー ク
は じめに
























生活文化 と接 し、さらに新たな生活文化を創 り出す場でもあ ります。さらに③は時間の流れに
そくして変化があ り(空 、川、樹、風、山などの自然を含めて)そ れに即応する知恵を学び合
う場でもあるわけです。 これらの要件は、子 どもの成長発達、とくに人格形成に与える影響が




しかし人間関係が希薄化 している現状がある今 日、地域は人間関係 を培 う場 としてだけでな




次に実際にどれほど子育てが困難になっているのかを見てい く。原田は1980年 に 「大阪レポ
ー ト」(3)と言われる親の子育て実態を調査 した。また2003年 に1980年 の調査 と同じ質問を行い、
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それを比較 している。まず1980年 の調査では、① 「乳幼児の世話経験なし」が38%で あったが、
2003年 には55%へ と増加 している。さらに② 「近所で話 をする人がいない」が15%か ら34%へ 、
③ 「父親は育児に協力的」が39%か ら79%へ と増加 している。また 「子育てでイライラするこ
とは多いですか」 という質問に対 しても 「はい」と答えた割合は、10 .8%か ら32.6%と 約3倍 に
なっている。
子育てによる母親のス トレスについて、1980年 の調査の中で、父親の育児参加や協力が母親
の精神的安定などに良い影響 を与えるという結果が出たが、2003年 の同調査では③が増加 して








が親 として育ちにくい現状があることが判る。子 どもが育ちにくい状況の一つに 「虐待」があ
る。平成16年 度の厚生労働 白書では、全国の児童相談所に寄せ られた虐待相談処理件数 は、
























生硬な知識にふ りまわされる育児をした り、子 どもの知的、能力的伸びのみに目を奪われ、情緒







なる。それは孤立 している中で子育てを行うことがス トレスを溜めやす く、虐待へ と発展 しや
すいことは先に述べた。このことも含め、地域 とのつなが りを作 り上げることを今後の子育て
支援の政策、方法に明確に打ち出されるべ きである。
皿.わ が国の子育 て支援策 の展 開
わが国の 「子育て支援」という用語が、明確に児童福祉法の中に位置づけられたのは、2003
年度のことである。それまでは保育対策 と児童養護(要 保護児童に対して)の 二本柱で政策展








に努めます」(9)と子育て支援に取 り組むことを決意 した。その頃は 「有識者の問でも少子高齢
化は先進国の証左 という見方が強 く、ほとんどの国民が人口問題の存在すら知らなかった」 と
いう状況であり、政府 も 「人口政策はもとより、福祉政策 としての子育て支援にもきわめて消






親の責任であ り国が支援するものではない」という見方があるが、1989年 ごろは特に強 く、そ
の中にあっても首相が演説で 「子育て支援」という言葉 を出 したことは、事態の深刻 さを伺う
ことがで きる。
少子高齢社会となり、子 どもを育てること、子 どもが育つことの両方が大 きく損なわれてい
る現在は、「『子育て』のみが私的だからという理由で、社会的、国家的支援ができないという









策が執 られるようになった1968年 からの変遷を述べる。また1960年 代は、1958年11月 に東京で
「第2回 国際児童福祉研究会議」が開かれ、また翌年の1959年11月 には 「第14回 国際連合総会」
で 「児童権利宣言」が採択された影響により、未着手であった一般児童に対する施策が少 しず
つ出され始めた年代であった。




ようになった。この対策は1968年12月20日 に中央児童福祉審議会(中 児審)が 、「保育所にお
ける乳児保育対策」の意見具申を提出したことか ら出発 した。
この時期は高度経済成長へ と経済、社会がつき進められ、経済的自立を目指して発展した時
期であった。その明確 な指針を示 したものが1960年 の 「国民所得倍増計画」であった。この計
画によりわが国は他の先進諸国に類を見ない速さで社会変動が引 き起こされていった。
この変動は大量の労働者を必要 とし、それを確保することが重大な課題となった。そのため
に①第一次産業就業者を第二次、第三次産業の雇用者へ と移動 させる就業構造の転換を行 う、















1960年 には雇用者(15)の全体総数4,436万 人の内、農林業は1,273万人(28.7%)、 非農林業が3,164
万人(71.3%)と なり、年々40～50万 人の農民が兼業もしくは出稼 ぎが増えていった。
出稼ぎの実態については、「一九六六(昭 和四一)年 一年間の農家からの出稼 ぎ状況は、総数
二三万五千人にのぼ り、その五五.三%が 建設業に働 きに出ている。出稼ぎ者の多いのは、山
形県を筆頭に、新潟県、秋田県 と続いている。同年、総理府が山形県下全域の出稼 ぎ者三万一
四二七人を対象に実施 した調査では、回答者二万三九七七人中の約半分が小中学生の子 どもを
もっており、出稼ぎの子 どもへの影響 について、次のように答えている。子 どもの生活面にあ
たえる影響については 『責任を感じて自主的に手助けするようになった』とする意見 も一六%
ほどあるが、子 どもの将来にあたえる影響 については 『子 どもの教育に悪いからやめたい し、
人にもそれをすすめたい』九%、 『できるならやめたい』五一%と 、六割の者が出稼ぎの子ども





一方、都市においては女性がどんどん雇用 され働き始めた。1960年 か ら70年 までに第二次産








共稼ぎ世帯の実態は 「一九六三年(昭 和三八年)、厚生省が実施 した 『全国家庭児童調査』に
よれば、児童の母の五五%は 『一日平均一時間以上、家事以外の労働に従事』し、『母が働かな
ければ生活できない』家庭の児童は、全児童の三七%、 一一八九万人に達する」(17)という状況
があ り、「主婦のパー トタイマーと子 どもの養育状況」(18)では主婦のパー トタイマーで既婚者の
割合が97%の 内、学齢前の子どもの有無は34%で ある。その34%の 子どもたちの養育を家庭が
40%、 保育所29%、 幼稚園21%が 行っている。
労働体制の変化はこのような労働問題による子育て困難を引き起こすだけでなく、子 どもの
生活の場 も破壊 していった。その状況は 厂経済発展、つまりは生産力の拡大 をめざして、各企
業は工場の施設整備をどんどん拡充 し、地方 自治体は、地域開発 と称 して工場の誘致に積極的
に動いた。企業は、人手 を求めて、山間の町にまで工場を進出させた。原料を運びこみ、製品
を運びだすために、道路整備 は進んだが、その幅広 くなり舗装された道路を、資材を満載 した
車がわがもの顔に走 りぬけた。交通事故は大都市から地方都市へ と拡大 し、激増の一途をた ど











でこそ乳児の安定 した情緒の発達が期待できるという理論による」(21)とい う理念か ら乖離 し、
女性労働の他の施策と一体となり推 し進めることが不十分であったため、批判を受けなが らの
出発であった。











いて1994年 に 「21世紀福祉 ビジョン」において 「今後子育てを社会的支援してい くための総合
的な計画を策定することもまた必要である」としたエ ンゼルプランが現在の子育て支援策につ
ながってお り、それを元に問題点を述べる。
エ ンゼルプラン発足時の4省 合意文章 「今後の子育て支援のための施策の基本的方向につい





きない。(中 略)し かも、これら緊急保育対策等5ヵ 年事業の財源は児童手当余剰金の流出によ
るもので、実質的には本省予算上の手当てがほとんどなされていない」(23)ことも問題点として
挙げられる。これはエンゼルプランの合意の際に大蔵省(現:財 務省)の 合意が無 く、施策を
運営するための予算を捻出することが困難になったからだと考える。さらに児童手当の余剰金










他の施策が 目指 している 「安心して子育てをする」ためには、労働問題の解決に着手せず、保
育サービスを重点化するなど、社会サービスを増加 させるだけでは、現在の子育てに関わる多
くの問題点を解決することはできない。
厚生労働省国立社会保障 ・人口問題研究所の 「第12回 出生動向基本調査」(2003)で は 「結
婚5年 未満で就業 しながら子育てする妻は2割 以下」という結果を発表している。子 どもを持
ちながら就業するケースが全体の約20%弱(18.1%)、 就業者に占める子 どもを持つ割合は40%




た 「女性には生 まれつき子どもを育てる能力が備わっている」 といった科学的根拠の無い風潮
を女性 自身も信 じて、就業から離れていくことも要因として挙げられる。
労働体系では女性がこのように出産で離職 した後、再度仕事に復帰する際において も、正規
雇用者として雇われることは非常に難 しい現状があ り、女性の就労週が増加 したものの、パー









皿.子 育 ての当事者組織 への支援
1.当 事者グループの構成 ・活動 ・課題
子育て支援の中で、政策や専門職が提供する専門的なサービス以外に、地域や当事者か ら掘
り起こされた社会資源による支援のあ り方 も考えてい く必要がある。特に本論では当事者の活
動に焦点を当て、主に子育てサロン ・サークルの活動を考察 してい く。
子育てサロン ・サークルとは 「地域住民やボランティアの創意工夫により多様な活動形態を





における子 ども達のいきいきとした姿であり、「(子どもが)た まには我慢やゆず りあうことも
できる』『自分の子 どもの個性を受け入れることができた』『幼い頃は見られなかった思いや り
や我慢することを(サ ロンを通 じて)体 をもって感じたようで、今ではそれらを教えるまでに







46.3%と 最 も多い。次に 「住民によるふれあい ・支えあいの雰囲気づ くり、 まちづ くり」




子育てサロンの誕生は、京都市においては1979年 以前にもサロン ・サークルが存在 していた
可能性があるが、現在は解散 して継続 していない。1983年 から1994年 までの10年 間の間に誕生
し、現在 まで続いているサロン ・サークルは4サ ロン・サークルである。逆に1995年 か ら急激
に関西地域で伸び始めた背景には、「公園デビュー」が世間を騒が し始めたことに象徴 されるよ
うに、親子の仲間作 り、子育ての仲間作 りが出来なくなったことがあ り、増加 したものと考え
る。
しかしサロン ・サークルは、仮 に設立 しても解散 もしくは自然消滅する率が高 く、継続が困
難な実態もある。 この理由には 「リーダーの子 どもが入園、リーダー自身が夫の転勤や離婚の
ために引越 しなどのためにサークル継続が不可能となった り、リーダー後継者がいないなどで
す。またメンバーの中で活動内容などの意見が合わなかった り、人間関係が もつれて内部対立
し、空中分解 してしまうケースもあ りました」(30)という状況もあ り、行政などの外側か らの支
援が非常に重要となる。
子育てサロンの構成、活動、課題について述べる。子育てサロンの構成については、全社協
の調査では、①対象 となる子 どもの年齢が0～3歳 までが最も多 く70%を 超えている。また現
在では妊婦を対象 としたサロンも出てきており、12.0%と なっている。また京都市の調査の中
では、子 どもの人数別に見たサロンの重要性があるが、いずれ も子育てサロンを重要視 してい
る割合は70%以 上となっている。 しか し明らかに子どもの人数が増えるほどその割合 も笛、そ
の存在が重要なことがわかる。両調査を合わせてみると、子 どもが低年齢であると同時に、そ
の数が増 えるほど負担 も大 きくなることや、そのためにも親同士の仲間作 りが必要である。
また少子化に伴い、一人っ子の割合 も笛、異年齢の子 ども達が集まる機会としても活用され、
子どもの社会性を高める上でも子育てサロンが重要な存在となっている。
②参加 している親の年齢については、京都市の調査では、20代 後半75%、30代 前半で66%の
人が 「ほとんど毎回参加 している」 と答えている。
参加 している親の性別や就労状態についての調査は無い。それは参加者のほとんどが母親で
あ り、就労状態については、活動曜日が全社協の調査では、平 日に子育てサロンがある割合は
91.8%で あ り、このことからほとんどが専業主婦 ということがわかる。
③1回 あた りの平均参加者数は、全社協の調査では親は 「10人以上20人 未満」が最も多 く、





童委員」が44.1%と 最も多 く、次いで 「地区 ・校区社協」33.5%と なっている。同じ全社協の
調査では平成13年 度のものと比較すると、「地域住民の自主グループ」29.2%と 最 も多 く、次に
「保健センター(保 健所)」28.1%と なっている。「主任児童委員 ・児童委員」は27.9%で3番 目




⑤活動曜 日については、全国的に見る と、「平日」91.8%、 次いで 「土曜日」10.2%と なって
いる。
⑥活動時間帯 「午前申」が90.3%と なっている。
⑦1回 あた りの活動時間は 「2時 間以内」59.4%と 最も多 く、半数以上を占めている。
⑧活動頻度は、「月に1回 程度」42.5%、 「月に2回 程度」20.3%、 「週に1回 程度」15.4%と




グラムなし)」が77.2%を 占め、次いで 「親子遊び(自 由遊び、絵本の読み聞かせ、体操等)」
が75.5%と なっている。子育て中の親の仲間作 りへのニーズが増えていることと、親子の関わ
り方を学ぶニーズが多いことがわかる。
逆に京都では68%の サークルが 「子どもが楽 しく遊ぶこと」 を活動内容 として挙げているが、
次いで 「親の学習会」が25%と なっている。子 どものしつけ、栄養面、生活面、子育てについ
てなど、講師を呼び、正しい知識と方法を得ることへのニーズが高い(32)。
⑩子育てサロンの収入源は、全国的に見ると、「利用料の徴収」30.9%が 最 も多い。その利用
料の金額については、「100円以上200円 未満」33.9%、 「200円以上300円 未満」13.8%、 「300円
以上400円 未満」10.3%、 「100円未満」5.5%と なってお り、約7割 が400円 未満である。これら
の費用は場所の経費や材料費に使われることが多い。




ように、10人 未満が多いが自宅開放で行われるケースを除くと、 自宅での活動は人数的に多 く、
困難なものとなる。



















である。その内、6団 体 は京都府全域を活動場所としているが、残 りの37団 体は市内の行政区
単位で活動を行っている。区によって様々な特色はあるものの、主に児童館 を拠点として月1
回から2回 ほど活動 しているグループが12団 体、その他は会館、公園、個人宅、自治会館など
を活動場所としている。
このような子育てサロン ・サークル同士の連絡調整役を果たしているのが、「京都子育てネッ





京都子育てネットワークは1997年 に設立 し、子育てをしながら子育てサロン ・サークルの必
要性を感 じたところから、活動が出発 している。ここで活動 しているスタッフは主に9名 であ
り、そのスタッフは様々な区でサークルリーダーとして活動している母親たちである。





サロン ・サークルへの支援や交流会を開き、母親たちの 「つなが り」や 「仲間作 り」を応援 し
ている。
子育てに対する社会的な認知が大きく広が り、政策においても 「子育て支援」」を掲げ、子育
































ロン・サークルでは 「専門職 ・専門機関に相談しても解決で きない悩み」 を親たちが仲間や安
心できる場所を作 ることによって、お互いに支援 していくものなのである。子育て中の親同士




①情報発信(活 動内容 ・活動への理解 ・企業とのタイアップ ・宣伝)、②社会と親子を結びつ
ける支援。「社会」 とはここでは、子育て関係者 もしくは機関以外の人 ・環境などである。子育
て環境 を作 り上げ、次世代 に敬称 してい くためには、子育て経験の無い中高大の学生や企業、
マスコミのような人々や機関に働 きかける必要がある。そうすることによって、人であれば子
育てを担 う人材を培うことができる。また機関、団体であれば情報などを通 し、暮 らしやすい
社会へ と作 り変えていくことができる。
(2)地 域へのはたらきかけ
①情報発信(活 動内容 ・活動への理解 ・参加の働きかけ)、②人々との関係作 り、③ニーズを
掘 り起こし(資 源の掘 り起こし)へ の支援。
市町村で児童育成計画策定を義務化 されたが、地域全体 を視野に入れた子育て支援が欠けて










付 き合いが生 まれ、同じ子育て仲間を身近に気軽に作ってい くことは今日、難しくなっている。
櫻谷の調査では、母親の近所付 き合いについて 厂よくある」が29.1%、 「時 どきある」39.4%、
「ほとんどない」31.5%と なっており、約30%の 母親は地域の中で孤立 していることが明 らかに
なった。 また公園での付 き合いが 「ほとん どない」65%と なっている(35)。
こういった現状 の中、子育て不安の増大が懸念 され、それを防ぐためにも積極的に地域の




に与える効果 として 「子 どもに関心をもつ ようになる」32.6%、 「子 どもの面倒をよくみるよう
になる」30.3%と なっている(36)。
またこれが地域に及ぼす影響には 「地域の子 どもに声 をかける」60.8%、 「地域の人が子ども






















の予防となる。また 厂サークルに参加 したい」という要望が出て、即座 にサークルリーダーや
メンバーたちの中で子育て仲間を作 っていくためにも、関係 を結び付けやすいように調節する。
現代社会は人とのつなが りが薄れ、他人と上手に関係を持つことが難しくなっている。そこ
でサークルの中に入って行 き、何か人間関係の トラブルがサークル内で起 こってしまった場合
などの対処や関係調節を行っていく。これを人間関係調節機能という。サークル活動は 厂母親




子育ての支援 と方 策に関す る考察(西 垣美穂子)
お わ り に
子 育 て は 次 世代 の 地 域 や 社 会 を担 う人 材 を培 う行 為 で あ り、 そ れ は 国家 全 体 に 影 響 す る。 そ
の た め社 会福 祉 や 子 育 て 支援 、教 育 な ど直 接 親 子 に 関 わ る支 援 だ けで な く、 産 業 、 経 済 、 文 化 、
環 境 とい っ た よ り広 く社 会 を構 成 す る分 野 と も連携 し、 そ れ を生 か して子 育 て の 環 境 作 りを 目
指 す こ とが 重 要 で あ り、 総合 的 な 関連 の 中 で子 育 て支 援 を行 っ てい くこ とが 必 要 とな る。
本 論 で は 子 育 て サ ロ ン ・サ ー ク ル を挙 げ 、 そ れ に対 す る支 援 方 法 を 考 え 、 そ れ が 子 育 て環 境
や 文 化 を培 っ て い くこ と につ なが る と述 べ た 。 親 が 孤 独 に な る こ とに よっ て 、 子 ど も も ま た 人
間 関係 の 中 で育 つ 重 要 な機 会 や経 験 を失 い 、 自尊 感 情 を育 む こ とが 出来 に く くな るだ ろ う。
ま た 産 業 ・社 会 構 造 、 文 化 、 価 値 が 変 容 し よ う と も、 そ れ に応 じた 子 育 て 一子 育 ち の シ ス テ
ム と、 そ れ と同時 に人 の 一 生 を通 じた 柔軟 な施 策 が求 め られ る。
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